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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自　平成20年
　　11月１日
至　平成21年
　　７月31日

自　平成21年
　　５月１日
至　平成21年
　　７月31日

自　平成19年
　　11月１日
至　平成20年
　　10月31日

売上高 (千円) 12,942,0693,718,14225,751,186

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 339,013△46,0581,085,405

当期純利益又は四半期純損
失（△）

(千円) △736,053△41,213 381,413

純資産額 (千円) ― 7,103,0778,045,585

総資産額 (千円) ― 16,674,31420,798,310

１株当たり純資産額 (円) ― 253.08 286.53

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失（△）

(円) △26.40 △1.48 13.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 42.3 38.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 924,278 ― 990,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 119,630 ― △110,628

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △279,396 ― △408,998

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,118,6032,356,201

従業員数 (名) ― 229 237

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第68期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。第69期第３四半期連結累計（会計）期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

きましては、潜在株式が存在しないため、および１株当たり四半期純損失が計上されているため、記載してお

りません。

　

EDINET提出書類

小林産業株式会社(E02570)

四半期報告書

 2/25



２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当企業集団（当社および当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年７月31日現在

従業員数(名) 229(43)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、当第３四半期連結会計期間における臨時雇用者数（パートタイマー含む）の平均人

員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年７月31日現在

従業員数(名) 213(40)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、当第３四半期会計期間における臨時雇用者数（パートタイマー含む）の平均人員で

あります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当企業集団は、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

　

(2) 受注実績

当企業集団は、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。

　

(3) 販売実績および仕入実績

当企業集団の事業は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載をしておりませんが、当第３四半期連結会計期間における販売実績および仕入

実績を示すと次のとおりであります。
　

販売高(千円) 仕入高(千円)

3,718,142 2,823,825

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成21年５月１日～平成21年７月31日）におけるわが国経済は、アメリ

カ発の金融危機による世界同時不況の影響が抜けきらず、一部には持ち直しの動きがみられるものの、企

業業績の悪化が続いております。当企業集団の関連いたします建設業界におきましては、住宅・不動産市

場の低迷および設備投資計画の縮小・延期等により厳しい状況となりました。

　当企業集団は、従来からの方針である顧客第一主義によるサービスの拡充、新規顧客の開拓や既存顧客

との関係強化を通じた需要の深耕、価格動向に即応すべく商品在庫圧縮の敢行を掲げるとともに経費の

全面的な見直し等に取り組みましたが、業績回復までには至りませんでした。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は３,７１８百万円、営業利益は１百万円、経常損失

は４６百万円、当四半期純損失は、４１百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

①資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて２,８２９百万円

減少し１０,２０２百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金７６２百万円の増加に対し、受取

手形及び売掛金が３,１７９百万円減少およびたな卸資産が５２６百万円減少したことによるものであ

ります。

　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて１,２９４百万円

減少し６,４７１百万円となりました。この主な要因は、減損処理等により土地が９６２百万円減少およ

び投資有価証券が２７７百万円減少したことによるものであります。

②負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて２,９８７百万円

減少し７,２０１百万円となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が２,３４４百万円減少、短

期借入金が１００百万円減少および未払法人税等が２７４百万円減少したことによるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて１９３百万円減少

し２,３６９百万円となりました。この主な要因は、繰延税金負債が１０７百万円減少したことによるも

のであります。

③純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて９４２百万円減少

し７,１０３百万円となりました。この主な要因は、利益剰余金が９０３百万円減少およびその他有価証

券評価差額金が４９百万円減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ２０１百万円増加し、３,１１８百万円となり、当第３四半期連結会計期間における

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は、２９１百万円となりました。主な要因は、売上債権の減少額　　　および

たな卸資産の減少８７３百万円に対し、仕入債務の減少額３６２百万円によるものであります。　　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、５百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出

８百万円に対し、会員権処分による収入３百万円によるものであります。　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、８１百万円となりました。主な要因は、配当金の支払額および少数株

主への配当金の支払額８１百万円によるものであります。　
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(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当企業集団の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備の異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備投資はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,007,44828,007,448
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 28,007,44828,007,448― ―

（注）当社は、平成21年４月24日開催の取締役会において、平成21年６月１日より単元株式数を1,000株から100株

に変更する決議を行いました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日

― 28,007,448 ― 2,712,335 ― 1,209,520
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年４月30日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

― ―普通株式
130,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,809,000
27,809 ―

単元未満株式
普通株式

68,448
― ―

発行済株式総数 28,007,448― ―

総株主の議決権 ― 27,809 ―

(注) １　単元未満株式数には当社所有の自己株式1株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が含まれておりません。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
小林産業株式会社

大阪市西区南堀江
二丁目７番４号

130,000 ― 130,000 0.5

計 ― 130,000 ― 130,000 0.5

　（注）当第３四半期連結会計期間末現在の自己株式所有数は130,500株であります。

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
11月 12月

平成21年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 183 239 220 214 207 200 193 197 211

最低(円) 165 172 180 176 175 174 171 175 182

(注)　株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役営業本部経営企画部長 取締役大阪支店長 甲斐　　治 平成21年４月１日

取締役管理部門統括部長 取締役管理部門担当 松井　直樹 平成21年６月１日

取締役大阪支店長 取締役東京支店長 北尾　卓司 平成21年６月１日

取締役購買部統括部長兼コバッ
クス株式会社取締役社長（代表
取締役）

取締役兼コバックス株式会社取
締役社長（代表取締役）

大場　和秀 平成21年６月１日

　

（2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常勤監査役 ― 山下　恒美 平成21年５月31日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）から「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年５月１

日から平成21年７月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年11月１日から平成21年７月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,118,603 2,356,201

受取手形及び売掛金 ※２
 5,071,117

※２
 8,250,220

商品 1,600,261 2,126,569

その他 437,033 333,281

貸倒引当金 △24,099 △33,962

流動資産合計 10,202,916 13,032,311

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 988,450

※１
 1,035,447

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 11,158

※１
 13,123

土地 2,648,302 3,610,716

その他（純額） ※１
 30,103

※１
 25,085

有形固定資産合計 3,678,014 4,684,373

無形固定資産 29,454 33,899

投資その他の資産

投資有価証券 2,683,553 2,961,248

破産更生債権等 82,628 114,540

繰延税金資産 1,574 －

その他 154,600 166,392

貸倒引当金 △158,428 △194,455

投資その他の資産合計 2,763,928 3,047,725

固定資産合計 6,471,397 7,765,999

資産合計 16,674,314 20,798,310
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,164,621 6,508,902

短期借入金 2,600,000 2,700,000

賞与引当金 73,353 171,136

その他 363,476 808,963

流動負債合計 7,201,451 10,189,002

固定負債

長期借入金 1,500,000 1,500,000

繰延税金負債 560,174 667,952

退職給付引当金 231,578 249,677

役員退職慰労引当金 － 120,630

長期未払金 57,610 －

その他 20,421 25,462

固定負債合計 2,369,784 2,563,722

負債合計 9,571,236 12,752,724

純資産の部

株主資本

資本金 2,712,335 2,712,335

資本剰余金 1,728,146 1,728,146

利益剰余金 1,857,761 2,761,083

自己株式 △24,452 △24,113

株主資本合計 6,273,791 7,177,452

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 794,502 844,187

繰延ヘッジ損益 △22 △22,285

為替換算調整勘定 △13,132 △11,180

評価・換算差額等合計 781,347 810,721

少数株主持分 47,939 57,411

純資産合計 7,103,077 8,045,585

負債純資産合計 16,674,314 20,798,310
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年７月31日)

売上高 12,942,069

売上原価 10,037,535

売上総利益 2,904,534

販売費及び一般管理費 ※１
 2,582,990

営業利益 321,544

営業外収益

受取利息 279

受取配当金 59,031

受取賃貸料 23,466

デリバティブ評価益 15,801

助成金収入 8,001

その他 18,796

営業外収益合計 125,375

営業外費用

支払利息 49,122

為替差損 30,660

その他 28,124

営業外費用合計 107,907

経常利益 339,013

特別利益

投資有価証券売却益 96

ゴルフ会員権売却益 1,770

役員退職慰労引当金戻入額 10,830

特別利益合計 12,696

特別損失

投資有価証券評価損 48,840

ゴルフ会員権売却損 5,770

減損損失 ※２
 976,841

特別損失合計 1,031,452

税金等調整前四半期純損失（△） △679,741

法人税、住民税及び事業税 29,106

法人税等調整額 23,185

法人税等合計 52,291

少数株主利益 4,019

四半期純損失（△） △736,053
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成21年７月31日)

売上高 3,718,142

売上原価 2,859,052

売上総利益 859,089

販売費及び一般管理費 ※１
 857,560

営業利益 1,529

営業外収益

受取利息 61

受取配当金 6,923

受取賃貸料 7,442

その他 6,277

営業外収益合計 20,704

営業外費用

支払利息 15,271

デリバティブ評価損 44,789

為替差損 1,709

その他 6,522

営業外費用合計 68,292

経常損失（△） △46,058

特別利益

投資有価証券売却益 96

貸倒引当金戻入額 7,711

特別利益合計 7,808

特別損失

ゴルフ会員権売却損 5,770

特別損失合計 5,770

税金等調整前四半期純損失（△） △44,020

法人税、住民税及び事業税 △55,322

法人税等調整額 52,414

法人税等合計 △2,908

少数株主利益 101

四半期純損失（△） △41,213
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △679,741

減価償却費 59,625

減損損失 976,841

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,098

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △63,020

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45,889

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △97,783

受取利息及び受取配当金 △59,310

支払利息 49,122

持分法による投資損益（△は益） 4,936

投資有価証券評価損益（△は益） 48,840

投資有価証券売却損益（△は益） △96

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 4,000

売上債権の増減額（△は増加） 3,209,750

たな卸資産の増減額（△は増加） 526,307

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15,882

仕入債務の増減額（△は減少） △2,343,513

デリバティブ評価損益（△は益） △15,801

その他の流動負債の増減額（△は減少） △107,403

預り保証金の増減額（△は減少） 1,200

負ののれん償却額 △6,240

小計 1,404,841

利息及び配当金の受取額 59,288

利息の支払額 △41,132

法人税等の支払額 △498,718

営業活動によるキャッシュ・フロー 924,278

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 280

投資有価証券の取得による支出 △1,177

有形固定資産の取得による支出 △25,333

長期前払費用の取得による支出 △850

関係会社の整理による収入 138,386

ゴルフ会員権の売却による収入 6,130

投資その他の資産の増減額（△は増加） 2,194

投資活動によるキャッシュ・フロー 119,630

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △100,000

自己株式の取得による支出 △338

配当金の支払額 △167,268

少数株主への配当金の支払額 △11,788

財務活動によるキャッシュ・フロー △279,396

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 762,401

現金及び現金同等物の期首残高 2,356,201

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,118,603
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

　　会計処理基準に関する事項の変更

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。これにより当第３四半期連結累計期間では、従来の方法によった場合に

比べて、売上総利益、営業利益、経常利益がそれぞれ11,930千円減少しており、税金等調整前四半期純損失が

11,930千円増加しております。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

１　棚卸資産の評価方法

たな卸資産については、当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関し実地たな卸を省略し、当第２四

半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却額の額を期間按分して算定する方

法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

　　長期未払金

当社は、従来、役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ましたが、平成21年１月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労引当金制度を廃止し、廃止時の要支給

額を取締役および監査役の退任時に支給することといたしました。

　なお、当第３四半期連結会計期間末における役員退職慰労引当金相当額57,610千円を長期未払金に振り替えて

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末
(平成20年10月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額  1,638,096千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,583,365千円

　 　
※２　手形債権流動化 ※２　手形債権流動化

手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行なっ

ております。

手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行なっ

ております。

受取手形の流動化による債権譲渡高 受取手形の流動化による債権譲渡高

822,470千円 1,428,658千円

なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的

により支払留保されている274,156千円は、受取

手形に含めて表示しております。

なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完の目的

により支払留保されている357,164千円は、受取

手形に含めて表示しております。

　 　

　３　受取手形裏書譲渡高              　4,403千円　３　受取手形裏書譲渡高              586,233千円

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日  至　平成21年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の
　　　とおりであります。

　　　荷造運送費 634,578千円

　　　給与及び手当 744,740千円

　　　賞与 109,096千円

　　　賞与引当金繰入額 73,353千円

　　　退職給付費用 40,357千円

　　　貸倒引当金繰入額 6,441千円

　　　減価償却費 59,625千円

　 　

※２　以下の資産グループについて減損損失を計上しま
　　　した。

　　用途　物流倉庫

　　種類　建物及び構築物、土地

　　場所　大阪市東淀川区

　減損損失を認識した資産については、それぞれ個々の
　物件毎にグルーピングしております。周辺の売却相場
　価額が、帳簿価額を下回っており、減損損失976,841
　千円を特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳
　は、建物及び構築物12,097千円、土地964,744千円で
　あります。回収可能額は、鑑定評価に準ずる方法に基
　づく正味売却価額により算定しております。
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日  至　平成21年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の
　　　とおりであります。

      荷造運送費 205,669千円

      給与及び手当 259,913千円

      賞与引当金繰入額 73,353千円

      退職給付費用 13,895千円

      貸倒引当金繰入額 ― 千円

      減価償却費 20,113千円

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日  至　平成21年７月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

　結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

　関係

　現金及び預金 3,118,603千円

　現金及び現金同等物 3,118,603千円
　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年７月31日）および当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月１

日　至　平成21年７月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,007,448

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 130,593

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年１月29日
定時株主総会

普通株式 97,575 3.50平成20年10月31日 平成21年１月30日 利益剰余金

平成21年６月12日
取締役会

普通株式 69,693 2.50平成21年４月30日 平成21年７月15日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結累計期間までにに属する配当の

　　　うち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年７月31日）

当企業集団が行っておりますデリバティブ取引は、当企業集団の事業の運営において重要なものと

なっており、当該取引の時価等の金額に前連結会計年度末日に比べて著しい変動が認められます。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

通貨関連

種類
契約額等 時価 評価損

（千円） （千円） （千円）

通貨スワップ 5,714,4005,625,216 △89,183

通貨オプション 575,360 530,138 △45,221

計 6,289,7606,155,354△134,405

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

 

当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、事業の種類別セグメン

ト情報は記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

 

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合がいずれも９０％を超えているため、記載し

ておりません。

　

【海外売上高】

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日)

 

海外売上高は、連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高は記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末
(平成20年10月31日)

　 　

　 253.08円
　

　 　

　 286.53円
　

　

２　１株当たり四半期純損失等

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年７月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △26.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

　 在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）(千円) △736,053

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) △736,053

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,877

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日 
  至　平成21年７月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △1.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

　 在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日 
  至　平成21年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）(千円) △41,213

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) △41,213

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,877

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第69期（平成20年11月１日から平成21年10月31日まで）中間配当については、平成21年６月12日開

催の取締役会において、平成21年４月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録さ

れた株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

 

　　　①　配当金の総額 69,693千円

　　　②　１株当たりの金額 2円50銭

　　　③　支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成21年7月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年９月７日

小林産業株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高木　　勇　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柳　　承煥　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小林産

業株式会社の平成20年11月1日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年11月1日から平成21年７

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成21年

７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

小林産業株式会社(E02570)

四半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

